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地球環境の視点でＩＴを見直せば

� オープンソースで、 なるべくソフトウェアを作らない、
占有しない

� オープンソースは、グリーンＩＴの有力な手段、アプリ
ケーション、仮想化、グリッド、運用管理、・・・あらゆ
る側面で

オープンソースソフトウェア協会（OSSAJ）からの提言

◇ﾕｰｻﾞ視点でOSS利用情報の共有を図る



小さな経済で豊かなライフスタイルへ

地域再生と地域自立の仕組み作りのために、

� オープンソースソフトウェアの活用と流通による低コ
スト・高信頼性のシステム作り

� 農水産・工業の生産性より、環境改善・保全の優先
＜活動例＞：佐渡トキ生息環境再生のためのビオトープ作りと、
トキ検定のためのＭｏｏｄｌｅシステム作り

� 出稼ぎに人が出てゆく地域社会から、外から人が
訪ねてくる地域社会へ

� グローカル（ローカルにしてグローバル）な町作り、
人作り

＜＞湯布院町、東京・神楽坂、旭山動物園、・・・のようなオン
リーワンを目指して

地域自立ソフトウェア連携機構（MSCO）からの提言



MSCO、OSSAJの協働活動方針

ボランティア参加を原則として

� 特定製品に偏らず、OSSの利用に関る
z 啓蒙・普及のための情報収集・共有、技術調査、提言等

z 人材育成のための研修・研究

z 他関連団体の活動支援、協業

z 資料、書籍等物品の作成・販売

� 特定課題のための分科会活動
z OSSビジネスモデル事例研究（セミナー等）
z 個別の地域再生・自立のための

OSS活用提案、人材育成

ーその設立趣意と担うべき役割ー

☆NPO活動への共鳴と会員参加を募ります。



OSS活用推進の主要対象分野

OSSの効用を生かすべき分野
� 誰もが使うオフィスソフト（＊）

� 地球環境対応（温暖化対策、省エネ）

� 教育分野

� 医療・介護・福祉分野

対象業務分野（＊以外）の特性
� ほぼ全ての国民の生活に関る課題を抱えている

� 国際化時代に日本固有の制度や慣習による課題が
ある

� ＳＩ事業面での課題も大きい



オフィス文書作成のOSS活用推進
�パソコン作業で必須なオフィス文書作成に、そ
のソフトウェアを購入したり、購入するベンダー
に拘束されることから解放されませんか。

オープンソースのOpenOffice.orgなら
Microsoft Officeとほぼ互換で使えます。

� オープンドキュメントODFの相互運用性
（OASIS、ISO標準）

☆要請に応じて講習会をいたします

＜OSSAJ、MSCO共通の取組み例(1)＞

共鳴ロゴシール



OpenOffice.orgの特徴
� 誰でも無償で使用でき、ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用もかからない

� Microsoft Officeと高い互換性をもつ統合オフィス・
スィート製品

� 国際標準規格（ISO）のOpenDocumentFormat
（ODF）形式

� PDF形式でのファイル保存が可能
� ﾏﾙﾁﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、ﾏﾙﾁﾗﾝｹﾞｰｼﾞ対応

� ﾕｰｻﾞ主導でﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟや償却期間を決定できる

☆OSC2008で、
OpenOffice.org 3.0（MS Office 2007対応）新機能紹介中



地球環境におけるOSS活用
�地球環境でＩＴが最も貢献し得るのは、省エネ
対策始め環境負荷低減⇒グリーンＩＴ

� シンクライアント（Server-Based Computing）、既設の
PCをﾃﾞィｽｸﾚｽ化する法もある

� OSS Xen等サーバ仮想化によるマシン集約、資源共
有、空調抑制等による省エネ（消費電力、発熱量）

� ｸﾞﾘｯﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ環境（Globus等）ではｸﾞﾘｯﾄﾞ･ｱﾌﾟﾘ
ｹｰｼｮﾝはOSSで開発すべき、ｸﾞﾘｯﾄﾞ性格上、Globusも
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝもOSS（ｿｰｽ公開）

� SOA（ｻｰﾋﾞｽ指向ｱｰｷﾃｸﾁｬ）のｼｽﾃﾑ基盤となるESB
（Enterprise Service Bus)ｿﾌﾄでも有力なOSS Mule





教育にはｵｰﾌﾟﾝｿｰｽが向いている

教育ｼｽﾃﾑや教育環境は、

�誰にもｵｰﾌﾟﾝで、創造の多様性を提供するもの
であるべき

�探究心を刺激し、発見や創造の喜びを得られ
るものであるべき

� ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽを育む

ﾈｯﾄｺミュニティ社会に

なじむべし



日本の教育現場での課題

� ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを快適に利用できる小中高校の校内LAN
の都道府県別普及度（2007年） 平均 ５６．２％

ベスト３ ワースト３

岐阜 ８９．９％ 東京 ２８．３％

富山 ８５．３％ 奈良 ２９．０％

長野 ８５．１％ 青森 ３１．５％

（この背景には、先生のＩＴ素養の貧しさがある）

� 少子化による大学の統廃合

� 産学連携、クロスフィールドの推進

OSS活用されるべき



教育向けCMSはOSSの激戦区？

�大学ｅﾗｰﾆﾝｸﾞ向け主体に普及進むMoodle
http://portal.mie-u.ac.jp/moodle08/

OpenOffice.org研修用教材（アシスト社）、トキ検定
（MSCO）などの教材作りのMoodle使用も

� Webｻｲﾄ構築用に普及進むNetCommons
http://www.yakushima-town.jp/

� あまり日本では知られていないSAKAI、
ATutor、ILIAS、・・・

ーLCMS： 教育向けCMS／ｅLearning向けCMS



NetCommons開発背景

� NetCommonsﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ：国立情報学研究所（以
前はNACSIS）を母体、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄには、日本ユ
ニシスｸﾞﾙｰﾌﾟ、CSｿﾘｭｰｼｮﾝ、SRA、NTTｱﾄﾞﾊﾞﾝ
ｽﾃｸﾉﾛｼﾞ、イーネットからも開発者が参加.

�普及目的には、2007年にNPO法人ネットコモ
ンズが設立され、20社以上の連合で活動.



日本医師会のORCAプロジェクト支援
Ⅰ．日医ＩＴ化宣言に基ずくプロジェクトの成り立ち
� 全国10万余の医療機関が診療報酬請求の専用機（ﾚｾｺﾝ）を
導入、ﾃﾞｰﾀ互換性なく、ﾈｯﾄﾜｰｸ化阻害という現実の打破

� 既成ﾚｾｺﾝのﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用含めた高額過ぎを改める

Ⅱ．ORCAｼｽﾃﾑのｵｰﾌﾟﾝｿｰｽ化
� 日医は全医療機関のIT化と標準化を急務とし、ｵﾝﾗｲﾝ診療ﾚｾ
ｺﾝｼｽﾃﾑ（ORCA）を開発、無償公開する

� OSもﾐﾄﾞﾙｳｪｱも全てｵｰﾌﾟﾝｿｰｽ化、無償提供とし、総費用のｺｽ
ﾄﾀﾞｳﾝを実現する、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝを医療負担の軽減に還元する

� ﾕｰｻﾞｰの希望で、ORCAを自由に改良できる
� 毎年の診療報酬（点数）改定時の更新は､ﾈｯﾄﾜｰｸでORCAが
一元的に行う ～ 専用ﾚｾｺﾝから標準ﾈｯﾄﾜｰｸ端末ﾚｾｺﾝへ

＜OSSAJ、MSCO共通の取組み例(2)＞



�日医標準レセプトソフト(日レセ）ORCAシステムは、診療報酬
改定の際にも、ネットワークを通じてバージョンアップできる。

�日レセORCAは、利用現場からの要望窓口を設け、頂いた要
望を開示するとともに、バージョンアップに反映する。

ネットワーク型だから



ORCA対応周辺機能（電子カルテ等）充実

日レセORCAは、万人に改変可能。レセプト処理への標準対応に
加え、地方公費への対応、各種帳票等のカスタマイズ、電子カル
テ、診療支援システム（WOLF／ﾒﾃﾞｨｶﾙﾄﾞﾒｲﾝ）等との連携可能。

また日レセなら、登録データのバックアップや読出しも簡単、医業
のための患者データ／医療データの分析に役立ちます。

日レセ連係電子カルテ 社名

DOCTER’S DESKⅡ ㈱シィ・エム・エス

アーチャンカルテＬ ㈱アップルドクター

WAVEカルテ ㈱エヌ・ウェーブ

e-医キットmRec ㈱久保田情報技研

RACCO シッステムロード㈱

･･････（現在約２０製品）





ORCAのｵｰﾌﾟﾝｿｰｽ化目的と効果

� 技術とパソコンがあれば、レセコンが無料で作成でき
る

� ﾍﾞﾝﾁｬｰやﾒｰｶｰが、改良されたものを自由に作成、販
売できる（進化と品質の向上、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽの提供）

� ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ（ORCAｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ）は、ASP方式でﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑやﾏｽﾀｰﾃﾞｰﾀの管理や配布を行う

� 日医試算によるｺｽﾄﾀﾞｳﾝ（医療機関＆ﾍﾞﾝﾀﾞｰ双方のﾒ
ﾘｯﾄ）：ﾚｾｺﾝ販売ﾓﾃﾞﾙ500万で200万の削減効果







ORCAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの活動内容（整理）
� アプリケーション開発（すべてｵｰﾌﾟﾝｿｰｽ）：

� 日レセソフト（無床診療所版、有床診療所版）

� 介護ソフト（医見書／主治医意見書作成支援、給管帳／給付
管理・介護報酬支援、訪看鳥／訪問看護専用請求支援）

� ネットワークセキュリティ（日医認証局実証実験中）

� 決済・金融（J-Debit日医電子決済サービス）
� マスタ開発：使用禁忌ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、傷病名ﾏｽﾀｰﾃﾞｰﾀ、ﾚｾﾌﾟﾄ
ﾁｪｯｸﾏｽﾀｰﾃﾞｰﾀ

� 法務：日医ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽﾗｲｾﾝｽ管理、認証局運用規定

� メンテナンス：ORCAｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ、日医ＩＴ認定事業所



ORCA構想普及（光）上の障壁（影）

� 日本医師会に属する医者（開業医８万５千人、勤務
医８万人）は日本全医者の６割、特に属さない医者
の大勢を占める都市部の大病院、大学病院の大手
ﾍﾞﾝﾀﾞｰが支配するﾌﾟﾛﾌﾟﾗｲｱﾀﾘな医療ｼｽﾃﾑがORCA
の構想には当面対応しないだろう。

� 患者の個人情報を保有するｻｰﾊﾞｰを、個人情報保
護上の規制により、ｻｰﾊﾞｰを管理する医療機関以外
とﾈｯﾄﾜｰｸで共用することができないために、医療機
関をまたがる医療ｻｰﾋﾞｽが規制されて、患者への負
担がかかる。



ダンニャマード（ありがとう）



ご清聴、ありがとうございました。
今後とも、よろしくお願いいたします。

koikari_teruo@cal.ne.jp

mixiﾊﾝﾄﾞﾙ名： コイ


